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The purpose of this study is the systematization of a rational design method, in 
which composite ground is formed around piles constructed in soft ground and 
ground subject to liquefaction and the increased shear strength is reflected as the 
horizontal resistance of piles.  In the proposed design method, the necessary range of 
composite ground around piles and the horizontal subgrade reaction of piles with the increased 
shear strength are determined based on engineering assessment.  Since composite ground is 
transformed into artificial ground that is stronger than the original unimproved ground, a 
method for the verification of seismic performance depending on earthquake vibration levels 
was also proposed based on a parameter study using the dynamic nonlinear finite element 
method and centrifuge model test. 
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1． はじめに 

 
一般に, 軟弱地盤や液状化地盤に杭基礎を設計した場合, 

所要の変形性能や構造耐力を確保するため多くの杭本数

を必要とし基礎および下部工が大規模となる.  
そのため本研究では, それらを克服する基礎の一工法と

して, 軟弱地盤や液状化が想定される地盤に施工する杭の

頭部周辺を地盤改良し, 改良後の地盤強度を杭の水平抵

抗および周面摩擦力として反映する設計法 1), 2)を開発し実

用化した. この杭と地盤改良工法を併用する手法を複合

地盤杭工法と仮称する. 本工法を用いることで, 杭諸元が

水平抵抗で決定する現場条件では大きな建設コスト縮減

が可能となる. 杭周辺に施工する地盤改良工法は, 深層混

合処理工法・載荷重工法・サンドコンパクションパイル工

法など一般的な工法の全てを対象とする.  

同様な手法は, 基礎の合理的設計や既設橋の耐震補強

対策に繋がることから, 従来から種々提案されているが

多種多様であり, 設計法の体系化が求められている 3) . 
本研究では, 本工法における杭周辺の地盤改良領域お

よび増加した地盤強度に対する杭の水平地盤反力の設定

法を工学的根拠に基づき新たな設計法として策定した. 
複合地盤における杭の力学挙動を実杭の水平載荷試験お

よび鉛直載荷試験により確認し, その結果から策定した

設計法の妥当性を実証的に検証した.  
ただし, 杭周辺に深層混合処理工法で高強度の複合地

盤を形成した場合, 原地盤に対し剛性の大きい人工地盤

となることから, 大規模地震動に対する杭と複合地盤の

健全性を遠心力模型実験で検証した. さらに本論文では, 
動的非線形有限要素法解析による杭の耐震性能の検証成

果から, 同工法の耐震照査法として, 現行設計法 4)に基づ

き震度法・地震時保有水平耐力照査法および動的解析法を

主体とする杭の耐震照査フロー（案）を策定した.  
 

2． 複合地盤における杭の設計法 

 
2.1 地盤改良領域の設定手法 

杭周辺の地盤改良の必要領域は, 土の極限状態の釣り

合いを考慮することで受働破壊の範囲が設定される 5). 
つまり, 必要な地盤改良域を杭の水平抵抗の影響範囲と

すれば, 複合地盤の範囲は, 杭特性長1/β（Characteristics 
length）の深さから受働すべり面の勾配θ =（45°＋φ/2）
（φ：土のせん断抵抗角）で立ち上げた逆円錐形を含む3
次元の四角形を杭周辺に設定することができる（図－1）. 
これは, モール・クーロンの破壊基準や極限地盤反力法

（Broms 6）, Reeseら 7））を工学的根拠とする. 改良領域は

現況の必要範囲とし, 原地盤のせん断強度から設定する. 
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2.2 杭水平抵抗の設計法 

杭周辺を地盤改良する複合地盤杭工法では, 改良地盤

は杭との剛性の違いやそのバラツキおよび力学特性の差

異から杭と一体の構造物ではなく, あくまでも地盤とし

て扱うことを前提とする. その結果, 杭の水平抵抗は作

用荷重に対する水平地盤反力として評価される. その際, 
弾性地盤反力法 8)では改良地盤中の杭の水平地盤反力係

数kは, 地盤の変形係数Eから式(1) 8)より算定される.  
 

                                     （1） 

 
ここに, k：杭の水平地盤反力係数（kN/m3）, E：改良地

盤の変形係数（kN/m2）, α：水平地盤反力推定に用いる

係数 , D ：杭径（m） , β：杭特性値（m-1 ） 
β=        , EyI：杭の曲げ剛性（kN・m2）で

ある.  
 以下に, 代表的な地盤改良工法別の地盤改良により増

加した地盤の変形係数地盤Eの算定法を示す.  
 

(1) 深層混合処理工法 

深層混合処理工法で改良柱を施工し複合地盤を形成し

た場合, 複合地盤のせん断強度 C は原地盤強度と改良柱

の強度を改良率に従い合成した式(2) 9)で算定される. 
 

C=Cp・ap+αs・Co (1 - ap)                 (2) 
Cp = qu p / 2、 Co = quo / 2、 ap

 = Ap / A 

 
 
図－2  改良体の一軸圧縮強度qupと変形係数E 

(粘性土系地盤)の関係 10) に加筆 

 
ここに, C：複合地盤のせん断強度(kN/m2), Cp：改良柱の

せん断強度(kN/m2), Co：原地盤のせん断強度(kN/m2), αs：

破壊ひずみ低減率, ap：地盤改良率, qup：改良柱体一軸圧

縮強度(kN/m2), quo：原地盤一軸圧縮強度(kN/m2), Ap：改良

柱体断面積(m2), A：改良柱体一本当りの分布面積(m2), 
αs：qup の破壊ひずみに対する quo の強度低減率(1/2～1/3)
である.  

改良柱のせん断強度 Cpは, (2)式に示すように改良柱の

一軸圧縮強度qupとCp =qup /2の関係にある. また, 改良柱

の一軸圧縮強度 qupと変形係数Epは, 例えばセメント系固

化材で粘性土地盤を改良した場合には図－2 に示すよう

に Ep=100qupの関係式など, 改良する原地盤の性状別に比

例的な関係を示すことが知られている 10). つまり, 複合地

盤の変形係数E はせん断強度C の比と同等と考えること

ができる. そのため設計法では, 改良柱体のせん断強度Cp

と一軸圧縮強度qup , 一軸圧縮強さqupと変形係数Epの関係

に基づき, 複合地盤の変形係数 E を式(3)で示すように改

良率 ap に従った複合地盤のせん断強度 C と同様に扱う. 
その結果, 複合地盤の変形係数Eは, 改良率apで合成した

改良柱体の変形係数Epと原地盤の変形係数Eoの和として

算定される. 
 

E=Ep・ap + αs・Eo(1－ap)           (3) 
 
ここに, E：複合地盤の変形係数(kN/m2), Ep：改良柱体の変

形係数(kN/m2), Eo：原地盤の変形係数(kN/m2), ap：複合地

盤の改良率である. 
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図－1 杭周辺の地盤改良領域 
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(2) 載荷重工法 

 プレロード工法や近年施工例が多い真空圧密工法など

の載荷重工法では, 圧密後の地盤せん断強度 C は式(4)9)に

より算定される. 
 

C=Co+∆C=Co+m・∆P・U               (4) 
 
ここに, C：圧密地盤のせん断強度(kN/m2), Co：原地盤非排

水強度(kN/m2), ∆C：圧密による増加地盤せん断強度

(kN/m2), m：強度増加率、∆P：地盤内増加応力(kN/m2), U：
圧密度（％）である. この考え方に基づき, 圧密による∆C
を地盤改良により増加した変形係数∆Eと同等比と評価す

れば, 改良地盤全体の地盤変形係数 E の算定が可能とな

る. つまり, 式(4)をEの算定式に変換する. 
ただし, 設計値は強度増加率の設定などにより大きく

変化するため, 同工区内で試験施工などを実施し, 孔内

水平載荷試験で設計値を照査することが望ましい. 
 

(3) サンドコンパクションパイル工法 

 サンドコンパクションパイル工法による地盤改良では, 
複合地盤中の杭の水平方向地盤反力係数kを砂杭間の地盤

の増加変形係数のみから設定する方法など様々な手法が

あるが, 式(5)10)を用いた場合, 砂杭の改良率 as に従い直接

的に算定することができる. 
 

k = ks・as + kc・(1 - as)               (5) 
 
ここに, k：複合地盤の杭の水平方向地盤反力係数(kN/m3), 
ks：砂杭のk値(kN/m3), kc：砂杭間の原地盤k値(kN/m3)であ

る. ks・kcは, 標準貫入試験のN値または孔内水平載荷試験

による地盤変形係数Eから算定する. サンドコンパクショ

ンパイル工法による砂杭のN 値は概ね10～15 程度とされ

ている. サンドコンパクションパイル工法では砂杭のみで

なく, 砂杭を造成することで未改良の原地盤についてもせ

ん断強度の増加が期待される.  
 上記手法により, 地盤改良工法別の増加した地盤変形係

数Eを杭の水平地盤反力として反映することで, 改良地盤

中の杭の水平抵抗の設計が可能となる. 
 

2.3 杭周面摩擦力の設定法 

複合地盤における杭の周面摩擦力 f についても, 水平地

盤反力と同様に現行設計法 8)に従い, 複合地盤のせん断強

度Cから, f =Cとして設計する. 杭周辺の地盤改良工が深

層混合処理工法であれば, f =Cp = qup /2とし, それを改良率

ap (設計周面摩擦力 f =((Cp =qup  /2)×ap )で変換し設計時に設

定する.  
また, 特に改良地盤下に軟弱層が残る現場条件では負の

周面摩擦力(Negative friction NF)の発現が懸念されることか

ら, 式(6) 8)で判定を行い, 杭全体の鉛直支持力を照査する. 

Ra=1 /1.5 ( Ru' － Ws ) + Ws － (NF ＋W )       (6) 
 
ここに, Ra:負の周面摩擦力を考慮した許容支持力(kN), Ws:
杭有効重量(kN), W:中立点より下方の杭の換算土重量(kN)
である. これらの手法により, 改良体内の杭鉛直支持力の

設定および照査をすることができる.  
 
3． 現場載荷試験による設計法の検証 

 
複合地盤中の杭挙動および策定した設計法の妥当性を

検証するため, 同工法を採用した実杭で水平載荷試験およ

び鉛直載荷試験を実施した事例を示す. 
 

3.1 杭水平載荷試験 

複合地盤中の実杭の現場水平載荷試験は, 同工法を採用

した箱式橋台の場所打ち杭基礎で実施した. 試験箇所の橋

台および地盤柱状図を図－3 に示した. 場所打ち杭は全周

回転式のオールケーシング工法で施工した. 杭諸元は杭径

D=1200mm, 杭長L=17mで, 杭周辺には深さ1/βを基準と

した領域に, 設計の一軸圧縮強度が qup=200kN/m2, 改良率

が接円 ap=78.5％の深層混合処理工を施している. この際, 
接円としているのは平均的な杭の水平抵抗を確保するた

めである. 水平載荷試験の方式は、地盤工学会基準 11)に準

拠した多サイクル方式の荷重制御法とした. 載荷方法は, 
試験杭と反力杭の間に油圧ジャッキ, ロードセル, 載荷筒

を設置し一方向に静的に載荷した. 
原地盤の杭の水平地盤反力係数koは, N≒5以下の原地盤

の変形係数Eoより ko=9.3MN/m3と小さい. これに対し, 設
計水平地盤反力係数 k は, 改良柱体の設計一軸圧縮強度

qup=200kN/m2, 改良率 ap=78.5%として式(1)～(3)より

k=47.8MN/m3 と算定される. ただし, 改良柱体の施工後材

令 28 日の一軸圧縮強度は深さ 1/β の平均値で

qup=408kN/m2であったことから, 計算水平地盤反力係数k1 

 
図－3 複合地盤杭工法の水平載荷試験現場 
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図－4  杭水平載荷試験の水平荷重Hと杭変位量y 
 
は k に対し約2 倍の k1=107.0MN/m3である. 水平載荷試験

の実測水平地盤反力係数k2は, 水平荷重Hと杭頭変位量y
の関係から, 式(7)に示す弾性地盤反力法8)により, 杭径1%
の基準変位量y=12mmに対応するk2≒100MN/m3を得た. 
 

y=〔eβx（C1cosβx+C2sinβx） 
        +e-βxC3cosβx+C4sinβx）〕/2EyIβ3         （7） 
 
ここに, C1,C2,C3,C4：積分定数, x：深さ位置（m）を表す. そ
の結果, 水平載荷試験の実測値 k2≒100MN/m3 は図－4 に

示すように設計法による計算水平地盤反力係数

k1=107.0MN/m3に概ね一致した.  
以上より, 改良領域を有限とし, 改良地盤のせん断強度

から水平地盤反力を設定する杭水平抵抗に関する設計法

の妥当性を検証した. この際, 杭と改良柱体に剥離や局部

的な損傷などは無く, 微小変形領域ではあるが水平抵抗の

伝達には問題ないと判断された.  
また, 複合地盤における実杭の水平載荷試験は現在まで

に本試験を含めて 5 件実施しているが, いずれも提案した

設計法で算定した水平地盤反力の確保が確認されている. 
同工法では改良柱体が反力効果を発揮し水平抵抗に一定

の安全性を有するものと考えられる.  
 
3.2 杭鉛直載荷試験 

複合地盤中の杭の周面摩擦力を確認するため, 鉛直載荷

試験を実施した. 試験現場は, 水平載荷試験とは別現場の

同工法を採用した道路橋の橋台基礎である. 図－5 に現場

試験箇所の橋台一般図および地盤柱状図を示す. 原地盤に

は泥炭性軟弱地盤が深く介在している. 橋台基礎杭には, 
杭径D=1200mm, 杭長L=48.5m, 杭本数n=2列×2=18本の

場所打ち杭を採用している. 杭周辺の地盤改良は深さ 9m
まで深層混合処理工を施工した. 深層混合処理工は改良率 

 
 

 
 

図－5 複合地盤杭工法の鉛直載荷試験現場 

 
 写真－1 複合地盤杭の鉛直載荷試験状況(その１) 

 
 写真－2 複合地盤杭の鉛直載荷試験状況(その2) 
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図－6  載荷重 P～杭頭沈下量 S 
 

 
 図－7  載荷重 LogP～杭頭沈下量 LogS 

 

 
 図－8  複合地盤杭の軸力分布 

ap=78.5%の接円とし改良柱体の設計一軸圧縮強度

qup=200kN/m2とした. この結果, 設計qupから設定させる改

良体内の場所打ち杭の最大周面摩擦力度 f1は f1=78.5kN/m2 

(f1=C, 実設計では安全側に原地盤の強度を考慮せず

C=0.785×200kN/m2/2)である. また, 場所打ち杭の施工は, 
杭周辺部の改良柱体強度がコアサンプリングにより設計

一軸圧縮強度 qup=200kN/m2 以上を発現していることを確

認した後に, 改良柱体の剛性が比較的高いことからそれら

を施工時に損傷させることの無いよう確実に施工するた

め, 従来の揺動式ではなく全周回転式のオールケーシング

工法で施工した 12). ただし, 改良柱体は施工時の固化材配

合を室内試験値から設定するため, 実現場では概ね安全側

に設計一軸圧縮強度を上回る傾向にある. 
複合地盤における実杭の鉛直載荷試験は, 油圧ジャッキ

で荷重制御する地盤工学会基準 13)に準拠した反力載荷法

とした. 試験杭は橋台の中央の杭とし, 反力杭は試験杭の

周辺の杭とした（写真－1 その1, 写真－2 その2）は, 計
画最大荷重をPmax=10720kN までの 1 サイクル段階載荷法

とした. 試験杭と反力杭の中心間隔は, 実杭を用いた現場

試験のため 2.5D (D:杭径)と一定である. 鉛直載荷試験は, 
コンクリートの強度発現および杭施工後の周面摩擦力の

回復を考慮し場所打ち杭の打設から 4 週間後に実施した. 
なお, 場所打ち杭強度は標準養生で 4 週間時に呼び強度

30N/mm2 が確保していることを確認している. また, 施工

時においても各杭はコンクリートスランプ値（15～18cm）

で厳格に管理されており, 本橋台基礎では剛性にばらつき

が少ない群杭基礎が造成されていると考えられる.  
 鉛直載荷試験結果から得た, 載荷重P～杭頭沈下量 S お

よび載荷重LogP～杭頭沈下量LogSの関係を, それぞれ図

－6, 図－7 に示す. 図－6 によれば, 載荷重に対する杭頭

沈下量 S は, 場所打ち杭の設計極限支持力 Ru=10262kN 相

当の最大荷重に至っても, 多少のばらつきはあるがほぼ直

線的な傾向を示しており, 最大値でもSmax≒4mm程度と微

小である. 残留沈下も1mm以下と過小である. また, 図－

7 では降伏および極限に相当する明確な変局点は見られず, 
この挙動は弾性範囲内にあるものと考えられ, 同時に杭の

設計支持力は確保されていると判断される.  
 また, 図－8 に各載荷重段階の杭軸力分布を示した. 図
によれば, 改良体以下に軸力が伝達されておらず, 改良体

内で非常に大きな杭周面摩擦力度 fが発現していることが

分かる. 鉛直載荷試験結果からの杭の極限支持力の判定法

として, 載荷重～沈下量の関係から以下に示す種々の手法

が提案されている.  
①載荷重～沈下量曲線法(P～S法・LogP～LogS法) 

②沈下量と載荷重の増分比(S/P) 
③載荷重～時間～沈下量による判定法(S～Logt法・ΔS/
ΔLogt～P法） 

④杭径10%沈下量荷重および残留沈下量からの推定 
⑤載荷重～沈下量数式モデル判定法(Van der veen法・勾
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配逆数法・宇都の方法) 

 本試験では計画最大荷重においても明確な変局点が認

められていないことから, ①・②・③・④の手法による判

定は困難である. そのため, ⑤の数式モデル判定法の中で

も, 主観を入れずに判定可能な手法として地盤工学で従来

から用いられている, 式(8)で示す宇都らの指数式14)を用い

て実測杭極限支持力Ruを推定した. 
 

P = Ru〔1－exp (－S / So ) m 〕           (8) 
 
ここに, P:杭頭荷重(kN), m:変位指数, S:沈下量(mm), So:基準

沈下量(mm)である. 杭沈下量は微少であり杭先端まで荷

重は伝達していないが, 明瞭な載荷重P～杭頭沈下量 S の

履歴が得られていることから, 杭周辺の改良体を提案した

設計法に沿い（複合）地盤すなわち反力体と扱うことで本

判定法は問題ないと判断した. ただし, 本手法で得られた

判定値はあくまで推定値の位置付けにある.  
 その結果, 場所打ち杭の設計極限支持力 Ru=10262kN に

対し, 約 3 倍の実測杭極限支持力Ru'=30787kN と判定され

た. 計画最大荷重 Pmax=10720kN に対する改良体内の杭周

面摩擦力度 f2は, 杭頭軸力 P0と改良体下端軸力 P1の関係

から( f2 = ( P0 － P1 )／ 杭周長U・区間長L), f2=280.5kN/m2

と判定される. ただし, 実現場の改良柱28日目の一軸圧縮

強度σ28つまり4週強度は設計qupに対し大きく発現し平均

値で σ28=865kN/m2 であり, この値から算定される杭周面

摩擦力度f3はf3=340.0kN/m2となる. 鉛直載荷試験で実測さ

れている杭周面摩擦力度は f2=280.5kN/m2 であるが, 試験

の杭軸力が増加した場合を想定すれば, 改良体の杭最大周

面摩擦力度は実測値f2の約1.2倍であるf3=340.0kN/m2は十

分に確保できるものと判断される. その結果, 改良体の杭

周面摩擦力を一軸圧縮強度qupから設定する設計法（f=C = 
qup /2）は概ね妥当と考えられる. 
 次に, 鉛直載荷試験で得られた実測杭極限支持力

Ru'=30787kN を用いて式(9)により, 負の周面摩擦力(NF)の
再判定をおこなった 8). 
 

Ra=1 /1.5 ( Ru' － Ws ) + Ws － (NF ＋W )       (9) 
 

ここに, Ra:負の周面摩擦力を考慮した許容支持力(kN), Ws:
杭有効重量(kN), W:中立点より下方の杭の換算土重量(kN)
である. その結果, 中立点より上の改良体周面摩擦は大き

いが, 実測杭極限支持力 Ru'も大きいため, NF を考慮した

杭許容支持力 Ra=4158kN となり, 常時の杭頭実反力(常時

Pmax=3182kN)を確保した.  
 

4． 遠心力模型実験による耐震性 

 
4.1 耐震性の検討 

杭周辺に地盤改良を施す複合地盤杭工法は, 実杭の載荷

試験で検証したように, 静的荷重に対する設計法では成立

するが, 課題となるのは杭頭部に剛性の大きな人工地盤を

形成することによる杭の耐震性への影響と考えられる. つ
まり, 杭周辺の複合地盤が静的設計法と同様に, 地震時に

おいても, 杭に対し反力体の効果を発揮するかを見極める

必要がある.  
既往の研究として, 粘性土地盤内の杭周辺にサンドコン

パクションパイル工法を想定して砂質土地盤を造成した

遠心力模型実験を実施し, 杭の静的および動的挙動を検証

した 2). その結果, 杭周辺の改良地盤による静的な杭水平

抵抗の増加および地震時の杭変位・杭ひずみの一定量の抑

制効果を確認した. このことは, 複合地盤杭の耐震補強工

法としての可能性も示唆している. ただし, 深層混合処理

工法を対象とした動的有限要素法（等価線形法）15)の結果, 
強度差をもつ複合地盤と未改良地盤の境界条件に留意す

る必要があることなどが明らかとなった. そのため今回新

たに, 比較的高強度の改良体を形成する深層混合処理工法

による複合地盤中の大規模地震動に対する杭および改良

柱体の挙動をより詳細に検証するため, 遠心力模型実験を

実施した. なお, 今回の遠心力模型実験では, 杭断面力で

はなく, 懸案の1 つである地震時の改良柱体の健全性評価

および地盤反力特性について注目した.  
 
4.2 遠心力模型実験 

遠心力模型実験は, 図－9に示す1/50の縮小模型を50G
の遠心加速度場における複合地盤杭の静的水平載荷実験

および動的加振実験とした. 模型杭は外径 10mm・厚さ

0.2mm・杭長400mmのスチール製パイプとした. 原地盤は, 
泥炭地盤を想定して乾燥重量比1:1のピートモスとカオリ

ン粘土の混合材料で, 初期含水比 300%の飽和地盤を作成

した. 杭周辺の改良柱体は接円配置(改良率ap =78.5%)の複

合地盤とし, 所定の一軸圧縮強度 qup =200kN/m2 の改良柱

体を事前にアクリルパイプを用いて製作し, 養生した. 複
合地盤の作成方法としては, 模型杭を設置した原地盤の所

定位置に掘削を行い, 養生した改良柱体を接円状に挿入し

た. 模型杭周辺の改良柱体は現場の実施工を想定し, 模型

杭に密着させるため, 模型杭に当たる部分の改良柱体をカ

ットすると同時に急速硬化モルタルを塗布して設置した. 
加振実験ではレベル2相当の高レベル大規模地震動16)を想

定し実物換算最大振幅約 800gal の正弦波を入力波形とし

た. 写真－3に遠心力模型実験のセットアップ状況を示す.  
原地盤(泥炭地盤)と改良柱体を設置した複合地盤におい

て, 杭の静的水平載荷実験を実施した. 実験から得られた

載荷曲線の弾性領域における初期接線勾配(P/∆)とそれぞ

れの地盤弾性係数 E を表－1 に示す. 地盤弾性係数 E は, 
原地盤はベンダーエレメント要素試験 17)より, 複合地盤は

Ep =100qup より算定した. 表によれば, 原地盤に対し複合

地盤の水平抵抗に相当する P/∆ と地盤弾性係数がともに

同等の6倍程度大きくなっていることが分かる. これより,  
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図－9  遠心力模型実験の構成と計器配置 
 
 
 

 
 

 
 
 

写真－3  遠心力模型のセットアップ 
 

表－1  遠心力模型実験の静的水平載荷によるP/∆値 
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図－10  レベル2地震動加振前後の静的水平載荷曲線 
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図－11  高レベル加振前後における杭の応答伝達関数 
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写真－4 高レベル地震動加振前後の状況 

ケース P/∆(kN/m)
地盤弾性係数 

E (kN/m2) 
備 考 

原地盤 130 E=3420 
ベンダーエレメント

試験結果から算定 

複合地盤 870 E=20000 Ep =100qup より算定 

比率 6.7 5.8 複合地盤／原地盤 
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前記した実杭の載荷試験結果と同様に, 弾性領域内におい

て, 複合地盤の杭に対する水平反力効果が確認された. 同
時に, 地盤の水平抵抗が地盤剛性に支配されることが明ら

かとなった. また, レベル 2 地震動加振後に複合地盤杭の

静的水平載荷実験を行った結果、水平地盤反力係数を表す

載荷曲線は加振前とほぼ同様となった(図－10).  
 
4.3 高レベル地震動加振 

一方, 複合地盤に設置した杭に対して, レベル 2 相当の

高レベル地震動加振を行う前後に, 入力周波数を変化させ

た微小レベル地震動(実物換算加速度振幅 20gal)による加

振を行い, 加速度に対する杭の伝達関数を求め, その応答

特性を確認した(図－11). その結果, 高レベル地震動によ

る加振を行う前に得られた杭の固有周波数が 0.85Hz であ

るのに対し, 高レベル地震動による加振後の杭の固有周波

数が 0.75Hz となり, 杭周囲の複合地盤の剛性が大きく変

化しないことが確認された. つまり, 複合地盤中の杭は, 
十分な耐震性が発揮されるものと考えられる 
レベル2相当の高レベル地震動による加振前後の複合地

盤の状況を写真－4 に, 地震動加振後の改良柱体の様子を

写真－5 に示した. 写真および解体後の改良柱体の検証よ

り, 大規模加振に対し杭の特殊変形や杭周辺の改良柱体の

損傷はなく健全であることを確認した. そのため, 高レベ

ル地震動に対し杭および改良柱体は問題なく, 地震後も同

工法では所要の水平抵抗が確保されるものと考える.  
 

 
写真－5 地震動加振後の改良柱体 

 
5． 耐震照査法 

 
5.1 耐震性能の評価 

複合地盤における杭の耐震照査法を検討するため, 動的

解析により耐震性能を評価した.  
そこでまず, 本工法を採用した実現場の橋台で, 道路橋

示方書 4) に準じ, レベル 1 地震動を震度法, レベル 2 地震

動を地震時保有水平耐力照査法により杭を設計した.  
同工法を採用した現場モデルの基礎は, 場所打ち杭（杭

径D=1200mm, 杭長 L=13m, 杭配列 n=3×5=15 本）を用い

ている. 橋台位置の地盤条件は, 上層部5.0mに液状化が想

定されるゆるい砂層, 下層部約 5.0m に軟弱なシルトが介

在し, 支持層を深さ 12.5m 以深の頁岩基盤としている. 杭
周辺には深層混合処理工法による複合地盤を形成した. 複
合地盤の改良範囲は設計法に従い, 改良深さを杭特性長

1/β=7.0mとし, 改良幅は地盤のせん断抵抗角φ=0より受

働土圧領域に相当する改良幅=7.0m とした. 複合地盤の改

良率は接円の ap=78.5％, 改良柱体の一軸圧縮強度は

qup=400kN/m2 である. この設計による複合地盤中の杭水平

地盤反力係数 k は未改良の原地盤に対し 50 倍程度に相当

する. その結果, 複合地盤を杭周辺に施すことで大きな水

平抵抗が確保され, 当該現場では杭列数を5列から3列に

減じている. 
道路橋の現行耐震設計法 4)である震度法と地震時保有水

平耐力照査法の検討の結果, 複合地盤中の杭はレベル1 地

震動およびレベル 2 地震動において, 構造上耐震性に問題

ないことを確認した 18).  
 
5.2 動的非線形有限要素法解析 

(1) 2次元動的非線形有限要素モデル 
複合地盤中の動的力学挙動の詳細を見極めるため, 震度

法と保有水平耐力照査法で耐震設計した同現場をモデル

に動的非線形有限要素法解析を実施した. 改良範囲を有限

とする本工法では, 有限要素法は有効な解析と判断した.  
現場モデルにおいて杭周辺に複合地盤を施さない状態

で, 3 次元動的非線形有限要素法解析と奥行き幅を 3 種類

（フーチング奥行きの1.0倍, 1.5倍, 3.0倍）に変化させた

2 次元動的非線形有限要素法解析を実施し, 解析結果を対

比した. その結果, 3次元解析と2次元解析で得られた杭の

並進・回転応答および変形性状の相関が最も高いのはフー

チング幅を奥行きとしたものであった 19). そのため, 以降

の動的検討は奥行き幅をフーチング幅に設定した2次元非

線形有限要素法解析によることとした.  
2 次元動的非線形有限要素法解析に用いたモデルを図

-12に示す. モデルでは橋台および杭は8 節点平面応力要

素, 地盤は 8 節点平面ひずみ要素を用いてモデル化し, 要
素分割幅は 3 次元動的非線形有限要素法のモデルと同等

とした. また, 橋台・杭と周辺地盤を取り囲むように底面

および側面粘性境界要素を配置した. これには, 8 節点平

面要素の自由度を縮退した6 節点接合(ジョイント)要素 20)

を準用した.  
また, 同様のジョイント要素を用い構造物要素モデルと

地盤の間の接触・剥離も考慮した（図-12(c)）. 図-12(d)は
解析モデルの杭近傍を平面的に表した模式図である. 断面

内の杭と地盤の不連続性をジョイント要素で再現すると

ともに, 同一座標上に配置した異なる節点を構成節点とし

て杭と地盤の要素を重ね合わせた. そうすることで, 奥行

き方向の杭と地盤の不連続性を擬似的に再現した. なお, 
橋台躯体は杭要素に支持されている. 

高レベル加振後模型杭周

辺の改良柱体が破損する

ことなく, 健全である. 
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(2) 材料構成則と材料特性値 
地震動による杭や地盤の地震時挙動を精度良く推定す

るため, 杭と地盤の両者に非線形性を考慮した構成則を用

いた. 杭体のRC要素に岡村・前川ら 21) , 22)
 
によるRCの履

歴依存型非線形材料構成則を適用した. 本構成則には非直

交多方向固定ひび割れモデルや鉄筋の座屈モデルなど, 
鉄筋コンクリートの強非線形領域における適用性も検証

されている. これにより,  杭部材ではせん断変形が卓越

するケースも十分想定されるが, ひび割れ発生以降のせん

断変形に対しても評価することが可能となる. また, 周囲

からの拘束圧に基づく RC の拘束効果も表すことができ, 
本モデルのようにRC部材が地盤要素に取り囲まれている

場合には, 周囲からの圧力に基づく拘束効果が考慮される. 
RC 要素に入力する材料特性値は, コンクリートの設計圧

縮強度 f 'c =24N/mm2, 引張強度 ft =1.914N/mm2, 鉄筋の設計

降伏強度 fy =345N/mm2
 
とした 23). フーチングや橋台部分

は線形弾性体としてモデル化した. 
2 次元動的非線形有限要素法に用いた地盤物性値の単位

体積重量ρ, 変形係数E0 , ポアソン比ν, せん断弾性波速度

Vs を地盤調査や力学試験で算定した一般値とした.  

 

 
 
 
 
また, 粘性境界要素は地盤物性値から, 式(10)および式

(11)で定めた粘性係数μより設定した. 

（鉛 直） 
( )

SPN V
ν
νVρµ

21
12
−

−
=⋅=  （10）  

（せん断） SS Vρµ ⋅=                     （11） 

 

橋台・杭－地盤間のジョイント要素は, 引張およびせん

断剛性をゼロ（すなわち周面摩擦を無視したことと等価）

とし, 閉合方向に対しては高い圧縮剛性を与え地盤要素と

RC 要素が重ならないように考慮した. なお, 杭先端に位

置するジョイント要素に限り, 杭がN値=50の基盤に根入

れされているために, 要素の開閉方向に高い引張剛性も与

え橋台の水平応答に伴う杭の引抜けが生じないよう配慮

した.  
動的解析を行う際に考慮する減衰特性は, コンクリート

標準示方書 23)
 
に基づき材料構成則における履歴減衰のみ

とした. モデル底面・側面に配置した粘性境界要素の逸散  

(b ) 橋 台 近 傍 拡 大 図                  (c ) ジ ョ イ ン ト 要 素  

(a ) 2 次 元 モ デ ル 全 体 図  

(d ) 杭 要 素 と 地 盤 要 素 の重 ね 合 わ せ 概 念 図  
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(a)2次元モデル全体図

(b)橋台近傍拡大図 (c)ジョイント要素 

(d)杭要素と地盤要素の重ね合わせ概念図 

図－12 2次元動的非線形有限要素モデル

-1190-



 

-1000

0

1000

0 20 40 60 80
時刻 (sec)

加
速

度
（

g
al

）

最大値：136.9gal

-1000

0

1000

0 10 20 30
時刻 (sec)

加
速

度
（

g
a
l
） 最大値：749.6gal

(a) レベル1地震動の加速度時刻歴 

(b) レベル2地震動の加速度時刻歴 

 

 
図－13  入力地震動の時刻歴加速度波形 

 
減衰を除き, その他の粘性減衰は考慮しない. これは, 杭
－地盤系の減衰性状を定量的に評価して解析条件に設定

することが困難であることから, 安全側の応答値を得るよ

う配慮したためである． 
本検討は全応力で解析し地盤要素の偏差応力－偏差ひ

ずみ関係にOhsaki モデル 24)
 
の履歴則を適用した. せん断

弾性係数 G0 およびせん断強度 Su は, 地盤柱状と標準貫

入試験結果から以下の式(12), 式(13)を用いて設定した 24). 
 
G0  = 11.76 N 0.8                 （12）  

 
Su  = G0 / 1100 （砂質土） 

 = G0 / 600  （粘性土）   （13） 
 
ここに, N：標準貫入試験から得られるN値である. なお，

体積変形成分については線形弾性とし繰返しせん断変形

に起因するダイレイタンシーは考慮されていない. また，

変動する拘束圧縮力の変動幅は小さいものとし, 拘束圧変

動に伴うせん断強度の変化は考慮しない. 
 

(3) 境界条件と荷重条件および入力地震波形 

境界条件はモデル最下端の節点を全て拘束とし, 粘性境

界要素外側の自由地盤要素の節点を水平ローラー（鉛直方

向自由度を拘束）とした.  
本解析では, 各要素に相応の単位体積質量を与えるがモ

デル全体の鉛直方向の重力加速度を無視し, 橋台自重およ

び桁反力は集中荷重として別途取り扱う. 事前に橋台のみ

の自重解析を行い, 得られた杭軸力の初期分担を節点荷重  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に変換して杭頭部に作用させた. また, 桁反力は支承位置

節点に集中荷重として作用させ, 同じ質量を有する薄い要

素を支承位置に貼り付けた. 
地震波はモデル最底面に基盤波形（2E 波）を橋軸方向

に入力した. ここでは, 土木学会コンクリート標準示方書

耐震性能照査編 23) における地震動波形を適用した. 本地

震波は既往の観測記録の加速度応答スペクトルに基づき,  
距離減衰式を用いて断層直上のスペクトルに変換し, かつ

断層の破壊過程を考慮して設定した位相特性の加速度時

刻歴波形である. したがって, 多様な地震特性を内在する

波形であることから, 解析効率も勘案しこの1 波のみに限

定して解析を行うこととした.  ただし, 地震動の強さに

よる影響も検討するため, レベル 1 地震動およびレベル 2
地震動波形を使用した. レベル1とレベル2地震動の原波

を図-13 に示す. 動的解析に際し, 波形の主要動部分（12
秒間）を取り出して, Newmarkのβ法（β=0.36）による直

接積分を行った. 時間刻みは0.01秒である. 
 
(4) 解析成果 
本解析では, 複合地盤による地盤改良の有無による杭の

耐震性能に注目した. 図－14, 15 に解析の結果得られた, 
複合地盤による地盤改良無し・有りのレベル1・レベル2 

図－14  水平変位応答（レベル1地震動） 
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図－15  水平変位応答（レベル2地震動） 
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レベル2地震動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベル2地震動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地震動における, フーチングの水平変位の時刻歴解析値を

示した. この際の変位は杭下端に対するフーチング下面中

心の相対変位であり, 正が前面側への変位, 負が背面側へ

の変位を表す. その結果, レベル 1 地震動で地盤改良無し

の前面側最大変位21.7mmが改良後は5割の11.1mmまで

減少した．また，レベル2地震動では地盤改良無しの橋台

前面側最大変位 172.9mm に対して, 改良後は 7 割程度の

127.6mm に減少している. ただし, 背面側変位は橋台背面

土により変形が抑制されたことから, 地盤改良の有無によ

る大きな違いは認められない.  
次に, レベル2 地震動における地盤改良無しと有りの場

合の杭に発生する最大曲げモーメントMと最大せん断力S
の深さ方向分布を図－16 および図－17 に示した. 対象と

したのは前面側の杭である. 図によれば, 杭曲げモーメン

トM は，地盤改良無しで杭頭値M =0.18kN・m であるの

に対し, 地盤改良有りではM =0.05kN・mとなり3割程度

に減少した. 同様に, せん断力 S も地盤改良無しで杭頭値

S = 450kNであるのに対し, 地盤改良有りでS = 120kNと

1/3程度となった.  
この際, 地盤改良有りでは改良境界面でせん断力S が増

加しているが, これは本工法の留意点であり現場条件に応

じて杭の断面力を照査する必要がある 1). ただし, 当該現

場では境界部のせん断力Sは地盤改良無しの杭頭部の値と

同程度であり, 場所打ち杭の地中部せん断応力を照査した

結果, 断面力は許容応力を確保し問題ないものであった.  
なお, レベル 2 地震動で発生する杭体ひずみは, コンク

リート圧縮ひずみによる制限値を確保しており, 道路橋と

しての要求性能を保有している.  
以上の2 次元動的非線形有限要素法解析の結果, 複合地

盤を杭周辺に施すことで, 静的設計法と同様に, 複合地盤

無しの場合に対し地震時の杭変位, 杭ひずみが抑制され耐

震性能が大きく向上することが検証された 25).  
 
5.3 パラメトリックスタディ 

複合地盤のパラメータの変化が杭の地震時挙動に及ぼ

す影響を検討するため, 複合地盤の改良深さ, 改良幅, 改
良強度を種々に変化させた動的非線形有限要素法解析に

よるパラメトリックスタディを実施した. パラメトリック

スタディは, 複合地盤の改良強度をqup=400kN/m2を基準値

に 200kN/m2と 800kN/m2に変化させ, 改良範囲については

杭特性長1/βを基準とし改良深さを0.5/βと1.5/β, 改良

幅の受働土圧領域を 0.5 倍と 1.5 倍としたケースで解析し

た. レベル 1 地震動とレベル 2 地震動を対象に, それぞれ

28ケースの全56ケースの解析を行った.  
複合地盤の改良深さ, 改良幅, 改良強度の 3 つのパラメ

ータが杭の動的力学挙動に与える影響を相互に検討する

ため, 3 つの積（深さ×幅×強度）をそれぞれの基準値の積

（基準深さ7.0m×基準幅7.0m×基準強度400kN/m2）で除し

た値を基準値比として, 以下に検討した. この際, 基準値

比の増加はパラメータの増加を意味する.  
代表的結果として, レベル1地震動とレベル2地震動で

解析した基準値比を改良深さの関係で整理して, それぞれ

図－18および図－19に示す. 縦軸は, 複合地盤無しの杭水

平変位に対する各検討ケースの変位比とした. この結果, 
図示したように改良深さ3.5m, 7.0mおよび10.5mで一定の 

図－16 杭体の曲げモーメント
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図－17 杭体のせん断力 
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図－18 基準値比と変位比の関係（レベル1地震動） 

図－19 基準値比と変位比の関係（レベル2地震動） 
 
相関が認められた. 図に示した近似曲線によれば, レベル

1 地震動では基準値比が大きくなるに従い変位比が小さく

なる傾向にある. 改良深さにより変位比への影響は異なる

ものの, 同一の基準値比では改良深さによらず概ね同一の

変位比となっている. それに対しレベル2地震動では改良

深さとの相関性が強く, 同一の基準値比でも改良深さによ

って変位比が大きく異なる傾向を示している. つまり, 改
良深さが浅い 3.5ｍの場合は変位比が 0.86～0.91 であるが,
改良深さが深い10.5ｍでは変位比が0.23～0.87と基準値比

の影響が顕著となる. これより, レベル 1 地震動のように

地震動の規模が小さい場合には, 複合地盤は杭の反力体と 

図－20 境界面の杭引張ひずみ（レベル1地震時） 

図－21 境界面の杭引張ひずみ（レベル2地震時） 
 
しての効果が発揮されるが, レベル2地震動のような大規

模地震動では, 複合地盤の深さが浅い場合, 反力体として

の効果が低減すると考えられる. また, 改良深さが深くな

るに従い変位比が低下するのは, 複合地盤による反力体領

域が杭長に対して相対的に大きくなるためと考えられる. 
なお, 改良幅と改良強度で同様な整理をした場合, レベル

1 地震動では改良深さの場合と同様に, 基準値比の増加と

伴に変位比が低下する相関が見られるものの, 地震力が大

きなレベル2地震動ではそれぞれの増加により杭水平変位

が微減するが定性的な傾向は認められていない． 
次に, 複合地盤と未改良地盤の境界面の杭ひずみの発現
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に注目した. 図－20および図－21に, 基準値比と境界面の

杭引張ひずみの関係をレベル1地震動とレベル2地震動に

関し整理した.  
レベル1 地震動に関して, 図示した近似曲線によれば，

ひずみ比は改良深さとの相関が認められる. ただし, 改良

深さ 3.5m でひずみ比は複合地盤無しの場合よりも増大す

る結果となった. 改良深さ 10.5ｍの場合は, 改良幅や改良

強度の増加により杭引張ひずみは減少する傾向が認めら

れる. また, 改良深さ 7.0ｍでは複合地盤無しの場合や他

の改良深さに比べて杭引張ひずみは大きく減少する結果

である. ただし, 基準値比の影響は小さい. 
レベル2 地震動に関しても, ひずみ比は改良深さとの相

関が認められる. 改良深さ 3.5ｍでは, ひずみ比はいずれ

のケースも複合地盤無しの場合よりも, 増大する結果とな

った. 基準値比が小さい程ひずみ比が小さくなることから, 
改良幅や改良強度が小さいほど発生する杭引張ひずみは

小さくなる結果となっている. これは，改良深さが3.5ｍの

ように浅い場合では, 境界面の杭引張ひずみを必ずしも減

少させることは出来ないことを示唆している.  
また, 改良深さ 10.5ｍの場合は複合地盤無しの場合と大

きな差異は無いが, 静的設計法で杭水平抵抗の影響範囲と

される杭特性長 1/βの改良深さ 7.0ｍの場合で, 杭引張ひ

ずみは大きく減少する結果となった. これは, 複合地盤と

未改良地盤の境界面の杭引張ひずみが, 改良深さと比例関 
 

 
図－22  複合地盤における杭の耐震照査フロー（案） 

係になく, 複合地盤における杭全体の変形モードによって

左右されるためと考えられる. 
 
5.4 耐震照査フロー 

動的非線形有限要素法解析の結果, 複合地盤中の杭の動

的力学挙動は, パラメータ（改良深さ, 改良幅, 改良強度）

の変化, 特に改良深さに大きな影響を受け, 複合地盤全体

の変形特性に支配されると考えられた. そのため一連の考

察より, 複合地盤における杭の耐震照査手法として図－22
に示す耐震照査フロー（案）を策定した.  
すなわち, 複合地盤のパラメータは1/βを基準とするも

のの, 杭の耐震性能については, 震度法, 地震時保有水平

耐力照査法 4)の静的解析のみでなく, 本論文で示したよう

な有限要素法などの動的解析法を主体とし詳細に照査す

ることとする. 本フローに従った設計を行うことで, 同工

法における杭の耐震照査法が成立するものと考える.  
 

6． 結論 

 

本論文は, 杭と地盤改良工法を併用する手法すなわち

複合地盤杭基礎工法に関する既往の研究成果 1), 2), 25)

に, 主に実杭の現場載荷試験および遠心力模型実験

の成果を考察し付記したものである. 限定されたケ

ースからの研究成果であるが, 本研究より今後の設

計施工ガイドラインの策定に向け, 概ね以下の知見

が得られた. なお, 本工法の適用法とその前提は, 
杭および地盤改良工法の現行設計法 4), 8), 9), 10)を踏襲

している.  
(1)軟弱地盤を克服する一工法として, 杭周辺に複合地盤

を形成し, 増加したせん断強度を杭の水平抵抗および周

面摩擦力として反映する設計法を研究した. この複合地

盤杭工法を現場条件に応じて活用することで大きな建

設コスト縮減が可能となる.  
(2)複合地盤における杭の設計法は, 杭に対する地盤

改良領域および水平抵抗・鉛直支持力を工学的根

拠から設定した. すなわち, 改良範囲を深さ 1/β
から受働すべり面の勾配 θ=45°+φ/2）で立ち上げた

領域とし, 地盤改良後の増加せん断強度 C から杭

の水平地盤反力および周面摩擦力を算定する.  
(3)提案した複合地盤中の杭設計法の妥当性は, 実杭

の現場水平載荷試験および鉛直載荷試験から実証

的に確認した. 
(4)遠心力模型実験の結果, レベル 2 相当の高レベル地

震動に対し, 複合地盤中の杭の特異な変形や改良柱体

の損傷はなく健全であることが検証された. 高レベル

加振前後の微小レベル地震動(実物換算加速度振幅

20gal)による杭の応答特性の検討の結果, 杭周囲の複合

地盤の剛性が大きく変化することなく, 十分な耐震性

が確保されていると考えられる.  

START

複合地盤パラメータの設定

震度法による設計

動的解析法による
耐震性能の照査

施工性・経済性の検討

ＥＮＤ

特性長1/βに基づく設定

・改良深さ
・改良幅
・改良強度

線形バネモデル

動的非線形有限要素法
　地盤・杭・構造物
　一体モデル
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(5)複合地盤中の杭は震度法および地震時保有水平

耐力法の耐震設計法より, 支持機構上問題ないこ

とを検証した. また, 2 次元動的非線形有限要素法

解析の結果, 地盤改良を杭周辺に施すことで, 静的な

設計法と同様に, 複合地盤が無い場合に対し地震時の杭

変位, 杭ひずみが抑制され, 耐震性能が大きく向上する

ことが確認された.  
(6)動的非線形有限要素法解析のパラメトリックスタ

ディの結果, 複合地盤中の杭の動的力学挙動に改良深さ

が大きく影響することが明らかとなった. また, 境界面

の杭ひずみは複合地盤全体の変形モードの影響を受け

るなど挙動は煩雑となった. そのため, 複合地盤中の杭

の耐震照査法として, 現行の震度法, 地震時保有水平耐

力照査法の静的解析以外に, 動的解析法を主体とする照

査が有効と考えられる.  
 
7． おわりに 

 

 本論文では, 軟弱地盤や液状化地盤を克服する建設コ

スト縮減のための基礎の一工法として, 杭周辺に改良地

盤を施す複合地盤杭工法（仮称）の設計法を研究し, 

その妥当性および有用性を実現場から検証し, さら

に耐震性能を遠心力模型実験と動的解析より照査し

た. その結果, 地震動レベルに応じた動的非線形有

限要素法解析の成果より, 同工法の耐震照査法として耐

震照査フロー（案）を導いた.  

杭基礎の設計施工法において, 同種の工法を合理

的な新基礎形式および耐震補強工法として要領化さ

せることで, 今後, 実現場に有効活用されていくも

のと考える.  
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